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１
．
日
本
の
在
留
外
国
人
管
理
制
度
の
概
要

　

⑴　

制
度
の
沿
革

　

現
行
の
在
留
外
国
人
の
出
入
国
管
理
お
よ
び
住
民
登
録

の
た
め
の
制
度
は
、「
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
」（
昭

和
26
年
10
月
４
日
政
令
第
３
１
９
号
、
昭
和
26
年
11
月
１

日
施
行
）（
以
下
、「
入
管
法
」）
お
よ
び
「
住
民
基
本
台

帳
法
」（
昭
和
42
年
７
月
25
日
法
律
第
81
号
）
な
ど
に
基

づ
き
運
用
さ
れ
て
い
る
。
現
行
制
度
の
施
行
日
は
２
０
１

２
（
平
成
24
）
年
７
月
９
日
で
あ
る
。

　

前
身
の
旧
制
度
は
、「
入
管
法
」
お
よ
び
「
外
国
人
登

録
法
」（
昭
和
27
年
４
月
28
日
法
律
第
１
２
５
号
）
に
基

づ
き
、
国
の
所
管
庁
が
出
入
国
審
査
な
ど
を
担
い
、
市
町

村
が
外
国
人
住
民
を
日
本
人
住
民
と
区
別
し
て
登
録
・
管

理
す
る
体
制
で
あ
っ
た
。
こ
の
体
制
は
い
わ
ゆ
る
「
サ
ン

フ
ラ
ン
シ
ス
コ
講
和
条
約
」
の
効
力
発
生
に
よ
っ
て
日
本

が
国
家
主
権
を
回
復
し
た
１
９
５
２
（
昭
和
27
）
年
４
月

は
じ
め
に

　

公
益
社
団
法
人
北
海
道
地
方
自
治
研
究
所
で
は
２
０
２

０
年
度
よ
り
、「
外
国
人
共
生
研
究
会
」
（
１
）
を
設
置
し
、近
年
、

人
口
減
少
や
労
働
力
不
足
の
問
題
に
対
応
す
る
国
策
の
影

響
な
ど
に
よ
り
国
内
の
居
住
者
数
の
増
加
が
進
む
在
留
外

国
人
に
つ
い
て
、
そ
の
生
活
・
労
働
環
境
の
現
状
を
調
査

し
、
改
善
す
べ
き
制
度
運
用
上
の
課
題
や
、
自
治
体
が
果

た
す
べ
き
役
割
、
果
た
し
う
る
役
割
な
ど
を
提
言
す
る
こ

と
を
め
ざ
し
、
活
動
を
始
め
て
い
る
。

　

研
究
会
の
立
ち
上
げ
に
あ
た
っ
て
掲
げ
た
活
動
の
柱

は
、
①
学
習
会
を
定
期
的
に
開
催
し
、
研
究
者
・
専
門
家
、

自
治
体
の
関
係
者
、
労
働
組
合
の
関
係
者
な
ど
か
ら
情
報

収
集
を
行
う
、
②
中
長
期
に
在
留
す
る
外
国
人
の
受
け
入

れ
実
績
を
豊
富
に
持
つ
道
内
自
治
体
な
ど
を
訪
れ
、
所
管

課
の
関
係
者
や
外
国
人
住
民
へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
、
関
係
施

設
の
視
察
、
関
係
資
料
の
収
集
な
ど
を
行
う
、
③
道
内
自

治
体
を
対
象
と
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
行
い
、
地
域
の

現
状
や
自
治
体
の
課
題
の
把
握
を
め
ざ
す
、
の
三
つ
と
し

て
い
る
。

　

と
は
い
え
、
２
０
２
０
年
２
月
以
降
、
道
内
で
も
新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
拡
大
の
状
況
が
続
く
な
か
、
研

究
会
と
し
て
の
活
動
は
思
う
よ
う
に
進
め
ら
れ
て
い
な

い
。
当
面
は
、
道
内
市
町
村
対
象
の
ア
ン
ケ
ー
ト
や
、
現

地
ヒ
ア
リ
ン
グ
の
実
施
な
ど
を
念
頭
に
、
可
能
な
範
囲
で

学
習
会
を
開
催
す
る
な
ど
し
、
道
内
の
在
留
外
国
人
に
関

す
る
情
報
収
集
に
努
め
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

本
稿
は
、
研
究
会
の
活
動
の
一
環
と
し
て
、
出
入
国
在

留
管
理
庁
が
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
上
に
公
表
し
て
い
る
「
在
留

外
国
人
統
計
」
の
公
表
デ
ー
タ
を
分
析
し
、
北
海
道
に
暮

ら
す
在
留
外
国
人
の
分
布
状
況
と
そ
の
特
徴
を
明
ら
か
に

す
る
こ
と
を
主
な
目
的
と
し
て
い
る
。

　

正　

木　

浩　

司

外
国
人
共
生
研
究
会

道
内
に
お
け
る
在
留
外
国
人
の
分
布
状
況
と
そ
の
特
徴
に
つ
い
て

　

─「
在
留
外
国
人
統
計
」（
２
０
１
２
年
12
月

－

２
０
２
０
年
６
月
）に
基
づ
き
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に
始
ま
り
、
以
降
60
年
ほ
ど
続
い
た
こ
と
に
な
る
。
後
の

制
度
改
正
の
議
論
に
よ
る
と
、
外
国
人
登
録
制
度
の
運
用

に
は
、
在
留
資
格
が
失
効
し
た
後
も
日
本
国
内
に
留
ま
る

外
国
人
を
市
町
村
で
は
住
民
登
録
し
、
法
務
省
の
も
つ
出

入
国
管
理
情
報
と
の
間
に
不
整
合
が
あ
る
こ
と
な
ど
に
問

題
が
あ
る
と
さ
れ
た
。

　

現
行
の
体
制
は
、09
年
に
改
正
さ
れ
た
「
入
管
法
」・「
住

民
基
本
台
帳
法
」
な
ど
の
施
行
を
も
っ
て
、
前
述
の
と
お

り
12
年
７
月
９
日
に
始
ま
る
。
改
正
の
主
な
狙
い
と
し
て

は
、
当
時
の
議
論
を
振
り
返
る
と
、
①
「
不
法
滞
在
者
」

と
さ
れ
た
外
国
人
へ
の
対
応
を
厳
格
化
す
る
こ
と
に
よ
っ

て
治
安
の
回
復
を
図
る
こ
と
、
②
近
い
将
来
に
本
格
化
す

る
国
内
の
労
働
力
不
足
へ
の
対
策
と
し
て
、
外
国
か
ら
の

高
度
人
材
・
労
働
者
の
受
け
入
れ
を
よ
り
積
極
化
す
る
こ

と
、
③
適
法
に
在
留
す
る
外
国
人
の
生
活
環
境
の
整
備
・

改
善
を
進
め
る
こ
と
、
の
３
点
が
あ
っ
た
と
解
す
る
。
こ

れ
に
よ
り
、「
外
国
人
登
録
法
」
が
廃
止
さ
れ
、
適
法
に

在
留
す
る
外
国
人
は
日
本
人
と
同
じ
住
民
基
本
台
帳
制
度

の
下
で
管
理
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
ほ
か
、
Ｉ
Ｃ
チ
ッ
プ

搭
載
の
「
在
留
カ
ー
ド
」
の
携
行
義
務
化
、
法
務
省
と
市

区
町
村
の
間
で
の
情
報
連
携
に
よ
る
在
留
カ
ー
ド
記
載
情

報
の
継
続
的
な
一
元
管
理
な
ど
の
施
策
が
進
め
ら
れ
た
。

　

現
行
制
度
は
そ
の
後
、
在
留
資
格
の
再
編
・
新
設
な
ど

制
度
の
一
部
の
見
直
し
、
関
連
す
る
新
法
の
制
定
な
ど
を

経
な
が
ら
、
今
日
に
至
っ
て
い
る
。

　

⑵　

現
行
制
度
に
お
け
る
在
留
外
国
人
の
定
義

　

現
行
制
度
に
お
け
る
「
在
留
外
国
人
」
の
定
義
は
や
や

複
雑
で
あ
る
。
統
計
の
つ
く
り
に
も
影
響
す
る
こ
と
で
あ

り
、
法
務
省
が
公
表
し
て
い
る
「
用
語
の
解
説
」
に
基
づ

き
、
こ
こ
で
一
度
確
認
し
て
お
き
た
い
。

○　

中
長
期
在
留
者

　
「
入
管
法
」
上
の
在
留
資
格
を
も
っ
て
我
が
国
に
中
長
期

間
在
留
す
る
外
国
人
で
、
具
体
的
に
は
次
の
①
か
ら
⑥
ま
で

の
い
ず
れ
に
も
当
て
は
ま
ら
な
い
者
。

①　
「
３
月
」
以
下
の
在
留
期
間
が
決
定
さ
れ
た
者 

②　
「
短
期
滞
在
」
の
在
留
資
格
が
決
定
さ
れ
た
者 

③　
「
外
交
」
又
は
「
公
用
」
の
在
留
資
格
が
決
定
さ
れ

た
者 

④　

①
か
ら
③
ま
で
に
準
じ
る
も
の
と
し
て
法
務
省
令
で

定
め
る
者（「
特
定
活
動
」の
在
留
資
格
が
決
定
さ
れ
た
、

台
湾
日
本
関
係
協
会
の
本
邦
の
事
務
所
若
し
く
は
駐
日

パ
レ
ス
チ
ナ
総
代
表
部
の
職
員
又
は
そ
の
家
族
）

⑤　

特
別
永
住
者

⑥　

在
留
資
格
を
有
し
な
い
人

○　

在
留
外
国
人

　

中
長
期
在
留
者
及
び
特
別
永
住
者

○　

総
在
留
外
国
人 

　

在
留
外
国
人
及
び
「
入
管
法
」
の
在
留
資
格
を
も
っ
て
我

が
国
に
在
留
す
る
外
国
人
の
う
ち
、
次
の
①
か
ら
④
ま
で
の

い
ず
れ
か
に
あ
て
は
ま
る
者 

①　
「
３
月
」
以
下
の
在
留
期
間
が
決
定
さ
れ
た
者 

②　
「
短
期
滞
在
」
の
在
留
資
格
が
決
定
さ
れ
た
者 

③　
「
外
交
」
又
は
「
公
用
」
の
在
留
資
格
が
決
定
さ
れ

た
者 

④　

①
か
ら
③
ま
で
に
準
じ
る
も
の
と
し
て
法
務
省
令
で

定
め
る
者（「
特
定
活
動
」の
在
留
資
格
が
決
定
さ
れ
た
、

台
湾
日
本
関
係
協
会
の
本
邦
の
事
務
所
若
し
く
は
駐
日

パ
レ
ス
チ
ナ
総
代
表
部
の
職
員
又
は
そ
の
家
族
）

　

⑶　

現
行
制
度
下
の
在
留
資
格
の
変
遷
と
現
状

　

在
留
資
格
は
、
現
行
制
度
の
施
行
当
初
（
12
年
７
月
９

日
）
で
は
、「
入
管
法
」
別
表
第
１
の
１
～
５
、
同
別
表

第
２
、「
日
本
国
と
の
平
和
条
約
に
基
づ
き
日
本
の
国
籍

を
離
脱
し
た
者
等
の
出
入
国
管
理
に
関
す
る
特
例
法
」（
平

成
３
年
５
月
10
日
法
律
第
71
号
）（
以
下
、「
入
管
特
例
法
」）

に
よ
り
、
以
下
の
28
資
格
が
設
定
さ
れ
て
い
た
。

＜

現
行
制
度
施
行
当
初＞

　

○　

入
管
法
【
27
資
格
】

　
　

・　

別
表
第
１
の
１
【
６
資
格
】

　
　
　
　
　

外
交
／
公
用
／
教
授
／
芸
術
／
宗
教
／
報
道

　
　

・　

別
表
第
１
の
２
【
11
資
格
】

投
資
・
経
営
／
法
律
・
会
計
業
務
／
医
療
／
研
究

／
教
育
／
技
術
／
人
文
知
識
・
国
際
業
務
／
企
業

内
転
勤
／
興
業
／
技
能
／
技
能
実
習
（
１
号
イ
／

１
号
ロ
／
２
号
イ
／
２
号
ロ
）
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・　

別
表
第
１
の
３
【
２
資
格
】

　
　
　
　
　

文
化
活
動
／
短
期
滞
在

　
　

・　

別
表
第
１
の
４
【
３
資
格
】

　
　
　
　
　

留
学
／
研
修
／
家
族
滞
在

　
　

・　

別
表
第
１
の
５
【
１
資
格
】

　
　
　
　
　

特
定
活
動

　
　

・　

別
表
第
２
【
４
資
格
】

永
住
者
／
日
本
人
の
配
偶
者
等
／
永
住
者
の
配
偶

者
等
／
定
住
者

　

○　

入
管
特
例
法
【
１
資
格
】

　
　
　
　
　

特
別
永
住
者

　

そ
の
後
、
在
留
資
格
は
19
年
４
月
ま
で
の
間
に
以
下
の

変
更
や
新
設
を
経
て
い
る
。

　

○　

変
更

・　

15
年
４
月
１
日
よ
り
、「
技
術
」
と
「
人
文
知
識
・

国
際
業
務
」
を
「
技
術
・
人
文
知
識
・
国
際
業
務
」
に

統
合
。

・　

15
年
４
月
１
日
よ
り
、「
投
資
・
経
営
」
を
「
経
営
・

管
理
」
に
名
称
変
更
し
、
外
国
資
本
と
の
結
び
つ
き
の

要
件
を
廃
止
。

　

○　

新
設

・　

15
年
４
月
１
日
よ
り
、「
高
度
専
門
職
」
を
新
設
。

活
動
分
野
、
在
留
期
間
に
よ
り
、「
高
度
専
門
職
１
号

イ
」、「
高
度
専
門
職
１
号
ロ
」、「
高
度
専
門
職
１
号
ハ
」、

「
高
度
専
門
職
２
号
」
に
区
分
。

・　

17
年
９
月
１
日
よ
り
、「
介
護
」
を
新
設
。

・　

17
年
11
月
１
日
の
「
外
国
人
の
技
能
実
習
の
適
正
な

実
施
及
び
技
能
実
習
生
の
保
護
に
関
す
る
法
律
」（
平

成
28
年
11
月
28
日
法
律
第
89
号
）
の
施
行
に
よ
り
、「
技

能
実
習
」
に
、４
～
５
年
目
の
実
習
を
受
け
入
れ
る
「
技

能
実
習
３
号
イ
」（
企
業
単
独
型
）
お
よ
び
「
技
能
実

習
３
号
ロ
」（
監
理
団
体
型
）
の
２
区
分
を
追
加
。

・　

19
年
４
月
１
日
よ
り
、「
特
定
技
能
」
を
新
設
。
従

事
す
る
産
業
分
野
、
技
能
の
習
熟
度
（
熟
練
度
）
な
ど

に
よ
り
、「
特
定
技
能
１
号
」
と
「
特
定
技
能
２
号
」

に
区
分
。

　

以
上
の
過
程
を
経
て
、
現
在
（
21
年
５
月
時
点
）
の
在

留
資
格
は
、
現
行
制
度
ス
タ
ー
ト
時
点
に
比
較
し
て
１
減

３
増
（
高
度
専
門
職
、
特
定
技
能
、
技
能
実
習
は
そ
れ
ぞ

れ
一
括
し
て
カ
ウ
ン
ト
）
の
以
下
の
30
資
格
と
な
っ
て
い

る
（
現
行
制
度
施
行
当
初
と
異
な
る
部
分
に
傍
線
）。

＜

２
０
２
１
年
５
月
現
在＞

　

○　

入
管
法
【
29
資
格
】

　
　

・　

別
表
第
１
の
１
【
６
資
格
】

　
　
　
　
　

外
交
／
公
用
／
教
授
／
芸
術
／
宗
教
／
報
道

　
　

・　

別
表
第
１
の
２
【
13
資
格
】

高
度
専
門
職
（
１
号
イ
／
１
号
ロ
／
１
号
ハ
／
２

号
）
／
経
営
・
管
理
／
法
律
・
会
計
業
務
／
医
療

／
研
究
／
教
育
／
技
術
・
人
文
知
識
・
国
際
業
務

／
企
業
内
転
勤
／
介
護
／
興
業
／
技
能
／
特
定
技

能
（
１
号
／
２
号
）
／
技
能
実
習
（
１
号
イ
／
１

号
ロ
／
２
号
イ
／
２
号
ロ
／
３
号
イ
／
３
号
ロ
）

　
　

・　

別
表
第
１
の
３
【
２
資
格
】

　
　
　
　
　

文
化
活
動
／
短
期
滞
在

　
　

・　

別
表
第
１
の
４
【
３
資
格
】

　
　
　
　
　

留
学
／
研
修
／
家
族
滞
在

　
　

・　

別
表
第
１
の
５
【
１
資
格
】

　
　
　
　
　

特
定
活
動

　
　

・　

別
表
第
２
【
４
資
格
】

永
住
者
／
日
本
人
の
配
偶
者
等
／
永
住
者
の
配
偶

者
等
／
定
住
者

　

○　

入
管
特
例
法
【
１
資
格
】

　
　
　
　
　

特
別
永
住
者

　

各
資
格
の
概
要
に
つ
い
て
は
後
掲
の
資
料
１
（
出
入
国

在
留
管
理
庁
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
掲
載「
在
留
資
格
一
覧
表（
令

和
２
年
９
月
現
在
）」）
を
参
照
さ
れ
た
い
。

　

な
お
、
法
務
省
や
厚
生
労
働
省
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
上
な

ど
に
見
ら
れ
る
在
留
資
格
の
区
分
方
法
と
し
て
、「
活
動

に
基
づ
く
在
留
資
格
」
と
「
身
分
又
は
地
位
に
基
づ
く
在

留
資
格
」と
い
う
分
け
方
が
あ
る
。
後
者
に
は「
永
住
者
」、

「
日
本
人
の
配
偶
者
等
」、「
永
住
者
の
配
偶
者
等
」、「
定

住
者
」、「
特
別
永
住
者
」
の
５
資
格
が
該
当
し
、
そ
の
他

は
前
者
に
な
る
。

　

⑷　
「
在
留
外
国
人
統
計
」
に
つ
い
て

　

出
入
国
在
留
管
理
庁
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
掲
載
の
「
在
留
外

国
人
統
計
」
は
、
現
行
制
度
の
始
ま
っ
た
12
年
７
月
以
降
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２
．
全
国
の
在
留
外
国
人
の
状
況
・
特
徴

　

⑴　

人
数
の
推
移
と
都
道
府
県
別
の
分
布
状
況

　

日
本
全
国
の
在
留
外
国
人
の
数
は
、
現
行
制
度
の
ス

タ
ー
ト
以
降
、
漸
次
増
加
を
続
け
、
19
年
12
月
時
点
で
２

９
３
万
３
１
３
７
人
に
達
し
た
。
12
年
12
月
時
点
（
２
０

３
万
３
６
５
６
人
）
と
比
較
す
る
と
、
約
90
万
人
（
89
万

９
４
８
１
人
）増
加
し
た
こ
と
に
な
る
。
こ
れ
が
そ
の
後
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
拡
大
の
影
響
が
初
め
て

反
映
さ
れ
た
20
年
６
月
時
点
で
は
２
８
８
万
５
９
０
４
人

と
、
前
回
比
４
万
７
２
３
３
人
の
減
少
に
な
っ
た
。
続
く

20
年
12
月
時
点
で
は
２
８
８
万
７
１
１
６
人
と
ほ
ぼ
横
ば

い
と
な
っ
て
い
る（
２
）。

　

こ
れ
に
旧
制
度
末
期
06
～
11
年
の
推
移
を
つ
な
げ
て
見

る
と
、
08
年
の
２
２
１
万
７
４
２
６
人
を
ピ
ー
ク
に
減
少

に
転
じ
、
現
行
制
度
ス
タ
ー
ト
以
降
に
再
度
増
加
に
転
じ

た
過
程
が
見
て
取
れ
る
。
09
年
以
降
の
減
少
の
原
因
と
し

て
は
、
い
わ
ゆ
る
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
の
影
響
に
よ
る
派

遣
切
り
な
ど
の
失
業
の
拡
大
、
東
日
本
大
震
災
お
よ
び
福

島
第
一
原
発
事
故
の
避
難
の
影
響
な
ど
が
推
察
さ
れ
る
。

　

都
道
府
県
別
の
分
布
状
況
を
見
る
と
、
こ
の
間
一
貫
し

て
最
多
は
東
京
都
で
、
12
年
12
月
か
ら
19
年
12
月
の
７
年

間
で
約
39
万
人
か
ら
約
59
万
人
へ
と
約
20
万
人
増
加
し
、

国
内
全
体
の
２
割
前
後
の
人
数
が
集
中
し
て
い
る
。
続
い

て
大
阪
府
と
愛
知
県
が
約
20
万
～
30
万
人
の
水
準
で
、
そ

れ
ぞ
れ
全
体
の
１
割
程
度
を
占
め
る
。
以
下
、
10
万
人
以

の
毎
年
６
月
末
時
点
と
12
月
末
時
点
の
在
留
外
国
人
に
関

す
る
デ
ー
タ
を
掲
載
す
る
も
の
で
あ
る
。
本
稿
執
筆
時
点

（
21
年
５
月
）
で
は
、
12
年
12
月
時
点
を
初
回
と
し
、
20

年
６
月
時
点
ま
で
、
計
16
回
分
を
掲
載
し
て
い
る
。

　

統
計
の
対
象
は
、「
在
留
外
国
人
統
計
」
の
タ
イ
ト
ル

の
と
お
り
、「
在
留
外
国
人
」
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
前

節
で
確
認
し
た
定
義
に
よ
り
、
中
長
期
在
留
者
と
特
別
永

住
者
に
関
す
る
デ
ー
タ
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
現
行
の

30
資
格
の
う
ち
「
外
交
」、「
公
用
」、「
短
期
滞
在
」
は
対

象
か
ら
除
外
さ
れ
て
い
る
。

　

あ
わ
せ
て
、「
旧
登
録
外
国
人
統
計
」
と
し
て
、
旧
制

度
（
外
国
人
登
録
制
度
）
期
間
の
末
期
に
あ
た
る
、
06
～

11
年
の
計
６
回
の
統
計
も
同
ペ
ー
ジ
に
掲
載
さ
れ
て
い
る
。

そ
の
上
で
、
05
年
以
前
の
統
計
表
に
つ
い
て
は
、
法
務
図

書
館
や
県
立
図
書
館
な
ど
に
配
布
し
て
い
る
冊
子
を
参
照

す
る
よ
う
案
内
す
る
に
と
ど
め
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
へ

の
掲
載
は
行
っ
て
い
な
い
と
し
て
い
る
。

　

本
稿
は
、
現
行
制
度
期
間
の
12
年
12
月
以
降
の
デ
ー
タ

を
中
心
に
分
析
す
る
が
、
旧
制
度
期
間
末
期
の
デ
ー
タ
も

必
要
に
応
じ
て
適
宜
参
照
す
る
。

　

出
入
国
在
留
管
理
庁
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
で
は
こ
の
ほ
か
、

「
特
定
技
能
在
留
外
国
人
数
」（
19
年
６
月
末
以
降
３
カ
月

ご
と
に
公
表
、
20
年
12
月
末
時
点
の
結
果
が
最
新
）、「
令

和
２
年
末
現
在
に
お
け
る
在
留
外
国
人
数
に
つ
い
て
」

（
21
年
３
月
31
日
、
プ
レ
ス
リ
リ
ー
ス
）
な
ど
も
公
表
し

て
い
る
が
、
い
ず
れ
も
「
在
留
外
国
人
統
計
」
と
は
表
の

つ
く
り
や
情
報
の
掲
載
内
容
が
大
き
く
異
な
っ
て
お
り
、

こ
れ
ら
も
可
能
な
範
囲
で
適
宜
参
照
す
る
に
と
ど
め
る
。

上
の
実
績
を
持
つ
都
道
府
県
と
し
て
は
、
神
奈
川
県
（
全
国

に
占
め
る
構
成
比
約
８
％
）、
埼
玉
県
（
同
約
６
％
）、
千
葉

県
（
同
約
５
～
６
％
）、
兵
庫
県
（
同
約
４
～
５
％
）、
静
岡

県
（
同
約
３
～
４
％
）
が
挙
げ
ら
れ
る
。
こ
れ
ら
８
都
府
県

で
全
体
の
３
分
の
２
を
占
め
て
お
り
、
首
都
圏
、
中
部
、
近

畿
の
大
都
市
圏
へ
の
在
留
外
国
人
の
集
中
が
見
て
取
れ
る
。

　

⑵　

国
籍
の
構
成
比
の
特
徴

　

世
界
の
様
々
な
国
・
地
域
か
ら
日
本
に
来
て
い
る
在
留

外
国
人
の
う
ち
、
多
数
を
占
め
る
国
籍
は
、「
在
留
外
国

人
統
計
」
の
「
国
籍
・
地
域
別 

市
区
町
村
別 

在
留
外
国
人
」

の
表
の
項
目
な
ど
に
表
れ
て
い
る
。
こ
れ
に
よ
る
と
、
一

部
変
動
は
あ
る
も
の
の
、「
中
国
」、「
台
湾
」
（
３
）、「
韓
国
」
（
４
）、

「
フ
ィ
リ
ピ
ン
」、「
ブ
ラ
ジ
ル
」、「
ベ
ト
ナ
ム
」、「
ペ
ル
ー
」

（
15
年
６
月
調
査
ま
で
）、「
ア
メ
リ
カ
」、「
ネ
パ
ー
ル
」

（
15
年
12
月
調
査
か
ら
追
加
）、「
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
」（
19
年

６
月
調
査
か
ら
追
加
）、「
タ
イ
」（
19
年
６
月
調
査
か
ら

追
加
）
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。

　

国
籍
の
構
成
比
は
、
現
状
で
は
人
数
最
多
（
２
９
３
万

３
１
３
７
人
）
に
な
っ
た
19
年
12
月
時
点
で
言
う
と
、
高

い
順
に
、「
中
国
」（
約
81
万
人
）
27
・
４
％
、「
韓
国
」（
約

45
万
人
）
15
・
２
％
、「
ベ
ト
ナ
ム
」（
約
41
万
人
）
14
・
１
％
、

「
フ
ィ
リ
ピ
ン
」（
約
28
万
人
）
９
・
６
％
、「
ブ
ラ
ジ
ル
」

（
約
21
万
人
）
７
・
２
％
、「
ネ
パ
ー
ル
」（
約
10
万
人
）
３
・

３
％
、「
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
」（
約
７
万
人
）
２
・
３
％
、「
ア

メ
リ
カ
」（
約
６
万
人
）
２
・
０
％
、「
タ
イ
」（
約
５
万
人
）
１
・

９
％
と
な
っ
て
い
る
。
た
だ
し
、「
中
国
」
は
現
行
制
度
期
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滞
在
」、「
技
能
実
習
」
が
そ
れ
ぞ
れ
10
％
を
超
え
る
。

　

○　

韓
国　

最
多
は
約
63
％
を
占
め
る「
特
別
永
住
者
」

で
あ
り
、「
永
住
者
」
が
約
16
％
で
次
ぐ
。「
身
分
又
は
地

位
に
基
づ
く
在
留
資
格
」
が
全
体
の
８
割
超
（
約
81
％
）

を
占
め
る
。
そ
の
一
方
で
、「
技
能
実
習
」は
１
件
も
無
い
。

　

○　

ベ
ト
ナ
ム　
「
技
能
実
習
」
が
最
多
の
約
53
％
を

占
め
、「
留
学
」
が
約
19
％
で
次
ぐ
。「
身
分
又
は
地
位
に

基
づ
く
在
留
資
格
」
は
６
％
ほ
ど
に
と
ど
ま
る
。

　

○　

フ
ィ
リ
ピ
ン　
「
永
住
者
」
が
約
47
％
と
最
も
高

く
、「
定
住
者
」
も
約
19
％
を
占
め
、「
身
分
又
は
地
位
に

基
づ
く
在
留
資
格
」
が
全
体
の
８
割
弱
（
約
78
％
）
を
占

め
る
。「
技
能
実
習
」
は
約
13
％
を
占
め
る
。

　

○　

ネ
パ
ー
ル　
「
家
族
滞
在
」
と
「
留
学
」
が
そ
れ

ぞ
れ
約
30
％
を
占
め
、「
技
術
・
人
文
知
識
・
国
際
業
務
」

と
「
技
能
」
が
そ
れ
ぞ
れ
約
13
％
で
次
ぐ
。「
技
能
実
習
」

は
０
・
４
％
で
、
１
％
を
下
回
る
。「
身
分
又
は
地
位
に

基
づ
く
在
留
資
格
」
は
８
％
弱
に
と
ど
ま
る
。

　

○　

イ
ン
ド
ネ
シ
ア　

約
53
％
を
占
め
る「
技
能
実
習
」

が
最
多
で
、
以
下
、「
留
学
」
が
約
11
％
、「
永
住
者
」
が

約
10
％
と
続
く
。「
身
分
又
は
地
位
に
基
づ
く
在
留
資
格
」

は
17
％
を
占
め
る
。「
ベ
ト
ナ
ム
」
に
似
て
い
る
が
、「
永

住
者
」
で
差
が
出
る
。

　

○　

タ
イ　
「
永
住
者
」
が
最
多
の
約
37
％
で
、「
身
分

又
は
地
位
に
基
づ
く
在
留
資
格
」
が
全
体
の
約
６
割
を
占

め
る
。「
活
動
に
基
づ
く
在
留
資
格
」
で
は
、「
技
能
実
習
」

が
約
21
％
と
最
も
高
い
。

　

○　

ア
メ
リ
カ　
「
永
住
者
」
が
約
30
％
で
最
も
多
く
、

「
日
本
人
の
配
偶
者
等
」
も
約
17
％
に
上
る
。
こ
れ
ら
２

間
に
お
い
て
、
人
数
は
依
然
増
加
傾
向
（
12
年
12
月
約
65
万

人
→
19
年
12
月
約
81
万
人
）
に
あ
る
も
の
の
、
構
成
比
は
減

少
傾
向
（
同
約
32
％
→
同
約
27
％
）
に
あ
る
。
そ
の
一
方
に

は
当
然
に
構
成
比
を
拡
大
し
て
い
る
国
が
あ
り
、
特
に
「
ベ

ト
ナ
ム
」
は
同
期
間
に
お
い
て
約
５
万
人
（
12
年
12
月
）
か

ら
約
41
万
人（
19
年
12
月
）へ
と
約
８
倍
に
急
拡
大
し
て
い
る
。

　

大
州
別
（
ア
ジ
ア
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
、
ア
フ
リ
カ
、
北
米
、

南
米
、
オ
セ
ア
ニ
ア
）
で
見
る
と
、
一
貫
し
て
ア
ジ
ア
が

８
割
以
上
を
占
め
、
以
下
、
南
米
が
10
％
前
後
、
ヨ
ー
ロ
ッ

パ
と
北
米
が
そ
れ
ぞ
れ
３
％
前
後
、
ア
フ
リ
カ
と
オ
セ
ア

ニ
ア
が
そ
れ
ぞ
れ
０
・
５
％
前
後
の
水
準
で
あ
る
。
無
国

籍
は
０
・
02
～
０
・
03
％
で
推
移
し
て
い
る
。

　

⑶　

在
留
資
格
の
構
成
比
の
推
移
と
特
徴

　

在
留
資
格
の
構
成
比
は
、「
活
動
に
基
づ
く
在
留
資
格
」

と
「
身
分
又
は
地
位
に
基
づ
く
在
留
資
格
」
の
区
分
で
見

る
と
、
12
年
12
月
時
点
で
は
後
者
が
約
３
分
の
２
（
66
・

７
％
）
を
占
め
て
い
た
の
が
、
そ
の
後
は
総
数
の
増
加
と

と
も
に
前
者
の
占
め
る
割
合
が
増
加
を
続
け
、そ
の
結
果
、

19
年
12
月
時
点
で
は
、
後
者
は
人
数
と
し
て
は
増
加
し
て

い
る
も
の
の
、
構
成
比
は
52
・
４
％
ま
で
縮
小
し
、
概
ね

半
々
と
い
う
状
況
に
な
っ
て
い
る
。

　

後
者
の
中
で
は
、「
永
住
者
」
が
一
貫
し
て
全
体
の
約

３
割
を
占
め
て
最
多
で
、
数
も
約
62
万
人
か
ら
約
78
万
人

に
増
加
し
て
い
る
。
こ
れ
に
次
ぐ
の
が
「
特
別
永
住
者
」

だ
が
、
こ
ち
ら
は
当
初
は
約
38
万
人
で
全
体
の
約
18
％
を

占
め
て
い
た
の
が
、
そ
の
後
は
数
も
構
成
比
も
減
少
を
続

け
、
19
年
12
月
時
点
で
は
数
は
約
32
万
人
、
構
成
比
は

10
％
程
度
ま
で
縮
小
し
て
い
る
。

　
「
活
動
に
基
づ
く
在
留
資
格
」
に
絞
り
、
各
資
格
の
構

成
比
を
16
回
の
調
査
の
平
均
値
で
見
る
と
、
高
い
順
に
、

「
留
学
」
26
・
８
％
、「
技
術
」
17
・
３
％
、「
家
族
滞
在
」

15
・
７
％
、「
技
能
実
習
１
号
ロ
」
10
・
０
％
、「
技
能
実

習
２
号
ロ
」
５
・
３
％
、「
特
定
活
動
」
４
・
４
％
、「
技

能
」
４
・
０
％
、「
経
営
・
管
理
」
２
・
０
％
、「
企
業
内

転
勤
」
１
・
７
％
、「
教
育
」
１
・
２
％
と
な
る
。
こ
れ

ら
以
外
は
全
て
１
・
０
％
以
下
で
あ
る
。「
技
能
実
習
」

は
６
区
分
を
一
括
し
て
集
計
す
る
と
24
・
２
％
に
な
り
、

「
留
学
」
と
と
も
に
そ
れ
ぞ
れ
４
分
の
１
を
占
め
る
。

　

現
行
制
度
下
で
近
年
導
入
さ
れ
た
新
た
な
在
留
資
格
は

い
ず
れ
も
「
入
管
法
」
別
表
第
１
の
２
に
属
す
る
も
の
だ

が
、「
高
度
専
門
職
」
と
「
介
護
」
に
つ
い
て
は
構
成
比

が
と
も
に
１
％
を
下
回
っ
て
お
り
、
全
国
的
に
活
用
が
ほ

と
ん
ど
進
ん
で
い
な
い
と
い
う
印
象
が
持
た
れ
る
。

　

⑷　

在
留
外
国
人
数
の
上
位
国
に
お
け
る
在
留
資
格
の

　
　

構
成
比
の
特
徴

　

19
年
12
月
時
点
の
統
計
に
基
づ
き
、
在
留
外
国
人
数
の

多
さ
に
お
い
て
上
位
の
国
籍
に
つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
在

留
資
格
の
構
成
比
を
み
る
と
以
下
の
よ
う
に
な
る
。

　

○　

中
国　
「
永
住
者
」
が
約
34
％
で
最
も
高
く
、
こ

れ
も
含
む
「
身
分
又
は
地
位
に
基
づ
く
在
留
資
格
」
が
約

43
％
を
占
め
る
。「
活
動
に
基
づ
く
在
留
資
格
」
の
中
で

は
「
留
学
」、「
技
術
・
人
文
知
識
・
国
際
業
務
」、「
家
族
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か
あ
る
。

　

ま
ず
、16
回
の
各
統
計
で
得
ら
れ
た
大
州
別
（
ア
ジ
ア
、

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
、
ア
フ
リ
カ
、
北
米
、
南
米
、
オ
セ
ア
ニ
ア
、

資
格
を
含
む
「
身
分
又
は
地
位
に
基
づ
く
在
留
資
格
」
が

全
体
の
約
51
％
を
占
め
る
。「
活
動
に
基
づ
く
在
留
資
格
」

で
は
、「
技
術
・
人
文
知
識
・
国
際
業
務
」
が
約
16
％
と

最
多
で
、「
教
育
」
が
約
10
％
で
続
く
。

　

○　

ブ
ラ
ジ
ル　
「
永
住
者
」
が
約
53
％
、「
定
住
者
」

が
約
35
％
を
占
め
、「
身
分
又
は
地
位
に
基
づ
く
在
留
資

格
」
が
全
体
の
99
％
を
占
め
る
。

３
．
北
海
道
の
在
留
外
国
人
の
状
況
・
特
徴

　

⑴　

人
数
の
推
移

　

図
表
１
の
と
お
り
、
道
内
の
在
留
外
国
人
の
数
は
、
現

行
制
度
の
も
と
、
全
国
状
況
と
歩
み
を
共
に
し
て
増
加
傾

向
に
あ
り
、
12
年
12
月
時
点
の
２
万
２
０
２
７
人
か
ら
、

17
年
12
月
調
査
で
の
初
の
３
万
人
超
え
を
経
て
、
19
年
12

月
調
査
で
は
４
万
２
４
８
５
人
と
な
り
、
７
年
で
ほ
ぼ
２

倍
に
増
加
し
た
こ
と
に
な
る
。

　

都
道
府
県
別
の
人
数
の
順
位
を
見
る
と
、
北
海
道
は
現

行
制
度
の
期
間
に
入
っ
て
か
ら
順
位
を
２
つ
上
げ
て
い

る
。
す
な
わ
ち
、12
年
12
月
時
点
で
は
19
位
だ
っ
た
の
が
、

15
年
６
月
時
点
で
滋
賀
県
を
、
18
年
12
月
時
点
で
長
野
県

を
上
回
り
、
以
降
は
17
位
で
推
移
し
て
い
る
。

　

⑵　

全
国
状
況
と
の
比
較
か
ら
見
え
る
国
籍
の
構
成
比

　
　

の
特
徴

  

国
籍
の
構
成
比
は
全
国
状
況
と
の
間
に
違
い
が
い
く
つ

無
国
籍
）
の
構
成
比
の
平
均
値
を
比
較
す
る
と
、「
ア
ジ

ア
が
８
割
以
上
を
占
め
る
」
と
い
う
点
で
全
国
と
同
様
の

傾
向
が
見
て
取
れ
る
一
方
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
、
ア
フ
リ
カ
、

＜図表１＞　北海道の在留外国人の数と全国に占める割合の推移（2006年～2020年）
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大
幅
に
増
加
し
、
そ
の
数
も
第
１
位
の
「
中
国
」
に
迫
る

水
準
に
あ
る
。

　

○　
「
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
」
が
第
７
位
、「
イ
ギ
リ
ス
」

が
第
８
位
に
位
置
し
、「
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
」、「
ネ
パ
ー
ル
」、

「
タ
イ
」
よ
り
も
高
い
。
全
国
状
況
に
比
し
て
、
オ
セ
ア

ニ
ア
と
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
構
成
比
が
高
く
出
る
背
景
の
一
つ

で
あ
る
。
両
国
は
、
全
国
の
在
留
資
格
の
構
成
比
上
、「
永

住
者
」
と
「
技
術
・
人
文
知
識
・
国
際
業
務
」
が
高
く
出

る
一
方
、「
技
能
実
習
」は
０
件
で
あ
る
こ
と
で
共
通
す
る
。

違
い
と
し
て
は
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
「
特
定
活
動
」
の

構
成
比
が
イ
ギ
リ
ス
よ
り
も
10
％
ほ
ど
高
い
こ
と
が
挙
げ

ら
れ
る
。

　

○　
「
ミ
ャ
ン
マ
ー
」
が
第
11
位
に
位
置
し
、「
タ
イ
」
よ

り
も
高
い
。
道
内
の
「
ミ
ャ
ン
マ
ー
」
国
籍
の
在
留
外
国
人

が
ど
の
在
留
資
格
を
持
つ
か
は
統
計
か
ら
は
不
明
だ
が
、
全

国
的
に
は
「
技
能
実
習
」
が
４
割
を
占
め
て
最
も
高
い
。

　

○　

全
国
で
は
第
５
位
に
位
置
す
る
「
ブ
ラ
ジ
ル
」
は
、

わ
ず
か
０
・
４
％
に
と
ど
ま
る
。
全
国
的
に
は
「
ブ
ラ
ジ

ル
」
国
籍
の
在
留
外
国
人
は
「
永
住
者
」
と
「
定
住
者
」

が
大
多
数
を
占
め
る
が
、
北
海
道
に
は
ほ
と
ん
ど
居
住
し

て
い
な
い
こ
と
が
見
て
取
れ
る
。

　

⑶　

全
国
状
況
と
の
比
較
か
ら
見
え
る
在
留
資
格
の
構

　
　

成
比
の
特
徴

　

在
留
資
格
の
構
成
比
に
つ
い
て
、
ま
ず
「
活
動
に
基
づ

く
在
留
資
格
」
と
「
身
分
又
は
地
位
に
基
づ
く
在
留
資

格
」
の
区
分
で
見
る
と
、
北
海
道
に
お
け
る
後
者
は
、「
人

数
は
増
加
傾
向
に
あ
り
な
が
ら
、
構
成
比
は
減
少
傾
向
に

あ
る
」
と
い
う
点
で
は
全
国
と
共
通
す
る
が
、
構
成
比
が

大
き
く
異
な
っ
て
い
る
。
北
海
道
で
後
者
は
、
12
年
12
月

の
約
44
％
か
ら
19
年
12
月
で
は
約
36
％
ま
で
減
少
し
て
い

る
。
元
々
北
海
道
に
お
け
る
後
者
の
構
成
比
は
全
国
状
況

に
比
べ
て
低
か
っ
た
が
、
こ
れ
が
年
を
経
る
に
つ
れ
て
さ

ら
に
低
下
し
、
19
年
12
月
の
段
階
で
は
全
体
の
３
分
の
１

近
く
に
ま
で
縮
小
し
て
い
る
。
逆
に
言
え
ば
、「
活
動
に

基
づ
く
在
留
資
格
」
が
３
分
の
２
近
く
を
占
め
る
に
至
っ

て
い
る
。

　

こ
の
う
ち
、「
永
住
者
」
に
つ
い
て
、
こ
れ
が
「
身
分

又
は
地
位
に
基
づ
く
在
留
資
格
」
の
う
ち
最
多
と
い
う
点

で
は
全
国
状
況
と
共
通
で
あ
り
、
そ
の
数
も
増
加
傾
向
に

あ
る
が
、
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
構
成
比
は
縮
小
し
て
い
る
。

す
な
わ
ち
、
12
年
12
月
の
段
階
で
は
約
４
３
０
０
人
で
、

在
留
外
国
人
全
体
の
約
２
割
を
占
め
て
い
た
の
が
、
19
年

12
月
で
は
14
％
を
下
回
っ
た
。
こ
れ
に
次
ぐ
「
特
別
永
住

者
」
は
、
同
期
間
に
お
い
て
約
３
６
０
０
人
か
ら
約
３
０

０
０
人
に
減
少
し
、
16
％
を
超
え
て
い
た
構
成
比
は
７
％

ま
で
縮
小
し
た
。

　

一
方
、 

北
海
道
に
お
け
る
「
活
動
に
基
づ
く
在
留
資
格
」

の
各
資
格
の
構
成
比
（
16
回
の
調
査
の
平
均
値
、「
身
分

又
は
地
位
に
基
づ
く
在
留
資
格
」
の
件
数
を
分
母
か
ら
除

外
）
を
見
る
と
（
図
表
２
）、
高
い
順
に
、「
技
能
実
習
２

号
ロ
」
21
・
２
％
、「
留
学
」
20
・
０
％
、「
技
能
実
習
１

号
ロ
」
18
・
１
％
、「
技
術
」
９
・
８
％
、「
家
族
滞
在
」

９
・
６
％
、「
特
定
活
動
」
６
・
８
％
、「
技
能
」
４
・
９
％
、

「
教
育
」
２
・
３
％
、「
技
能
実
習
３
号
ロ
」
１
・
７
％
と

北
米
、
特
に
オ
セ
ア
ニ
ア
が
軒
並
み
全
国
よ
り
高
い
構
成

比
を
占
め
、
南
米
だ
け
が
圧
倒
的
に
低
い
構
成
比
に
な
っ

て
い
る
。
全
国
で
は
１
％
に
満
た
な
い
オ
セ
ア
ニ
ア
が
北

海
道
で
は
３
％
を
超
え
、
全
国
で
は
10
％
を
占
め
る
南
米

が
北
海
道
で
は
１
％
に
満
た
な
い
。

　

国
籍
の
構
成
比
は
、
人
数
最
多
（
４
万
２
４
８
５
人
）

の
19
年
12
月
時
点
で
言
う
と
、「
中
国
」
が
25
・
０
％
で

最
多
、
以
下
、「
ベ
ト
ナ
ム
」
22
・
０
％
、「
韓
国
」
10
・

７
％
、「
フ
ィ
リ
ピ
ン
」
５
・
４
％
、「
台
湾
」
４
・
２
％
、

「
ア
メ
リ
カ
」
３
・
２
％
、「
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
」
２
・
８
％
、

「
イ
ギ
リ
ス
」
２
・
３
％
、「
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
」
２
・
２
％
、

「
ネ
パ
ー
ル
」
２
・
０
％
、「
ミ
ャ
ン
マ
ー
」
１
・
９
％
、

「
タ
イ
」
１
・
８
％
と
な
る
。

　

こ
の
う
ち
特
筆
し
う
る
の
は
「
ベ
ト
ナ
ム
」
で
、
12
年
12

月
で
は
２
６
０
人
だ
っ
た
の
が
、
19
年
12
月
に
は
１
８
９
６

人
と
７
倍
超
に
増
え
て
い
る
。
し
か
も
、
20
年
６
月
時
点
で

は
在
留
外
国
人
の
総
数
は
、
全
国
的
に
も
全
道
的
に
も
前
回

よ
り
も
減
少
し
た
が
、
道
内
の
「
ベ
ト
ナ
ム
」
は
さ
ら
に
大

幅
に
増
加
し
て
お
り
、
１
８
９
６
人
か
ら
９
８
６
３
人
と
５

倍
超
と
な
っ
て
い
る
。
12
年
12
月
と
20
年
６
月
を
単
純
に
比

較
す
る
と
、
約
38
倍
に
な
る
。
20
年
６
月
時
点
の
道
内
の
在

留
外
国
人
の
国
籍
は
、
最
多
は
相
変
わ
ら
ず
「
中
国
」（
１

万
１
２
１
人
）
で
構
成
比
25
・
３
％
だ
が
、
第
２
位
の
「
ベ

ト
ナ
ム
」
が
24
・
６
％
と
ほ
ぼ
同
水
準
と
な
っ
て
い
る
。

　

全
国
状
況
と
比
較
し
た
と
き
に
指
摘
し
う
る
北
海
道
の

特
徴
と
し
て
は
以
下
の
点
が
挙
げ
ら
れ
る
。

　

○　

全
国
で
は
第
２
位
の
「
韓
国
」
よ
り
も
「
ベ
ト
ナ

ム
」
の
方
が
多
く
、
20
年
以
降
の
コ
ロ
ナ
禍
の
も
と
で
も
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し
た
が
、
新
型
コ
ロ
ナ
問
題
の
影
響
か
、
20
年
９
月
末
調

査
で
は
18
人
、
20
年
12
月
末
調
査
で
は
６
１
０
人
と
、
乱

高
下
し
て
い
る
。
こ
の
６
１
０
人
の
産
業
分
野
別
の
内
訳

に
つ
い
て
は
、「
農
業
分
野
」が
２
４
２
人
で
最
多
と
な
り
、

以
下
、「
飲
食
料
品
製
造
業
分
野
」
２
１
９
人
、「
建
設
分

野
」
51
人
、「
漁
業
分
野
」
36
人
、「
介
護
分
野
」
28
人
、

「
外
食
業
分
野
」
19
人
な
ど
と
記
さ
れ
て
い
る（
５
）。

　

こ
の
ほ
か
、
在
留
資
格
の
う
ち
「
報
道
」
お
よ
び
「
法

律
・
会
計
業
務
」
に
つ
い
て
は
、
少
な
く
と
も
12
年
12
月

以
降
、
北
海
道
で
は
一
貫
し
て
実
績
が
無
い
。
こ
の
こ
と

も
北
海
道
の
特
徴
の
一
つ
と
し
て
指
摘
で
き
る
。

　

⑷　

道
内
市
町
村
の
在
留
外
国
人
の
状
況
・
特
徴

　
「
在
留
外
国
人
統
計
」
上
、
市
町
村
別
の
在
留
外
国
人

に
関
す
る
情
報
は
、
例
え
ば
国
籍
が
全
て
は
わ
か
ら
な
い

な
ど
、
都
道
府
県
別
の
そ
れ
に
比
べ
て
限
ら
れ
て
い
る
。

こ
れ
を
踏
ま
え
、
各
市
町
村
の
在
留
外
国
人
の
総
数
の
推

移
を
確
認
し
た
上
で
、
人
数
の
多
い
市
町
村
、
住
民
基
本

台
帳
人
口
に
占
め
る
在
留
外
国
人
の
割
合
、
在
留
資
格
の

件
数
な
ど
を
算
出
し
た
。

  

ア　

市
町
村
別
の
総
数
の
推
移
と
そ
の
特
徴

　

道
内
の
在
留
外
国
人
数
の
推
移
に
つ
い
て
、
北
海
道
全

体
で
は
全
国
状
況
と
歩
み
を
共
に
し
て
増
加
傾
向
に
あ
る

こ
と
は
前
節
で
確
認
し
た
が
、
市
町
村
ご
と
に
見
る
と
、

概
ね
以
下
の
３
パ
タ
ー
ン
に
分
け
ら
れ
る
こ
と
が
見
て
取

れ
た（
後
掲
の
資
料
２
参
照
）。す
な
わ
ち
、①
一
定
の
ペ
ー

ス
で
漸
増
、
②
ほ
と
ん
ど
変
化
な
し
、
③
６
月
調
査
（
夏

期
）
と
12
月
調
査
（
冬
期
）
で
減
少
と
増
加
を
交
互
に
反

復
、
の
３
つ
で
あ
る
。

　

市
町
村
別
の
数
の
構
成
比
を
見
る
と
、
圧
倒
的
多
数
は

札
幌
市
に
集
中
し
、
一
貫
し
て
増
加
を
続
け
て
い
る
。
そ

の
数
は
12
年
12
月
で
約
９
６
０
０
人
だ
っ
た
の
が
、
14
年

12
月
で
の
初
の
１
万
人
超
え
を
経
て
、
19
年
12
月
で
は
約

１
万
５
千
人
と
、
約
１
・
５
倍
に
拡
大
し
た
。
道
内
に
お

け
る
札
幌
市
の
構
成
比
は
右
記
の
期
間
で
43
％
か
ら
36
％

に
縮
小
し
て
い
る
が
、
全
道
の
在
留
外
国
人
の
約
３
分
の

１
は
札
幌
市
に
集
中
し
て
お
り
、
こ
れ
は
例
え
ば
15
年
国

勢
調
査
に
お
け
る
市
町
村
別
人
口
の
道
内
構
成
比
と
ほ
ぼ

同
じ
比
率
で
あ
る（
６
）。

　

な
お
、
指
定
都
市
で
あ
る
札
幌
市
は
10
行
政
区
別
の
数

も
公
表
さ
れ
て
い
る
。
19
年
12
月
で
言
え
ば
、
同
市
の
総

数
（
１
万
５
２
６
５
人
）
の
う
ち
、最
多
の
区
は
北
区
（
３

５
８
７
人
）
で
あ
り
、
以
下
、
中
央
区
（
２
９
８
９
人
）、

東
区
（
２
０
０
７
人
）、
豊
平
区
（
１
７
２
２
人
）、
白
石

区
（
１
２
６
５
人
）
な
ど
と
続
く
。

　

札
幌
市
の
構
成
比
が
縮
小
し
た
の
は
、
言
う
ま
で
も
な

く
他
の
市
町
村
で
相
応
に
拡
大
し
た
と
こ
ろ
が
あ
っ
た
か

ら
で
あ
る
。
同
じ
く
12
年
12
月
時
点
と
19
年
12
月
時
点
を

比
較
す
る
と
、倶
知
安
町
の
２
倍
以
上
の
拡
大
（
２
・
５
％

→
６
・
０
％
）
を
筆
頭
に
、
ニ
セ
コ
町
（
０
・
６
％
→
１
・

６
％
）、
占
冠
村
（
０
・
３
％
→
１
・
３
％
）、
石
狩
市
（
０
・

６
％
→
１
・
１
％
）
な
ど
で
構
成
比
の
拡
大
が
見
ら
れ
る
。

　

道
内
市
町
村
の
う
ち
、
12
年
12
月
と
19
年
12
月
の
各
統

計
に
基
づ
き
、
在
留
外
国
人
数
の
上
位
10
団
体
を
抽
出
す

な
る
。「
技
能
実
習
」
の
６
区
分
を
一
括
し
て
集
計
す
る

と
40
・
２
％
に
な
り
、「
留
学
」
の
２
倍
の
規
模
に
な
る
。

全
国
状
況
で
は
「
活
動
に
基
づ
く
在
留
資
格
」
の
う
ち
４

分
の
１
程
度
に
と
ど
ま
る
「
技
能
実
習
」
の
構
成
比
が
４

割
を
占
め
る
こ
と
は
、
北
海
道
の
主
た
る
特
徴
の
一
つ
で

あ
る
。
そ
の
原
因
と
し
て
は
、「
技
能
実
習
」
が
半
数
以

上
を
占
め
る
「
ベ
ト
ナ
ム
」
の
在
留
外
国
人
数
が
、
同
資

格
０
件
の
「
韓
国
」
を
上
回
っ
て
い
る
こ
と
な
ど
が
推
測

さ
れ
る
。

　

ま
た
、19
年
４
月
導
入
の
「
特
定
技
能
」（
１
号
／
２
号
）

に
つ
い
て
、
２
号
の
実
績
は
国
内
全
域
で
今
の
と
こ
ろ
１

件
も
無
く
、１
号
の
み
の
受
け
入
れ
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。

北
海
道
の
場
合
、
19
年
12
月
時
点
の
84
人
を
皮
切
り
に
、

続
く
20
年
６
月
調
査
で
は
２
８
７
人
と
３
倍
以
上
に
増
加

＜図表２＞　「活動に基づく在留資格」の構成比
　　　　　　（2012年12月～2020年６月の平均値）
　　　　　　の全国および北海道の上位10資格
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イ　

各
市
町
村
人
口
に
占
め
る
在
留
外
国
人
の
割
合

　

市
町
村
ご
と
の
住
民
基
本
台
帳
人
口
（
以
下
、
住
基
人

口
）
に
占
め
る
在
留
外
国
人
の
割
合
を
、
12
年
12
月
と
19

年
12
月
に
つ
い
て
管
見
の
限
り
直
近
の
住
基
人
口
を
分
母

に
算
出
し
た
（
図
表
４
）。

　

ま
ず
12
年
12
月
で
は
、
高
い
順
に
、
占
冠
村
の
５
・
０
％

が
最
大
で
、
以
下
、
倶
知
安
町
３
・
５
％
、
雄
武
町
３
・

０
％
、
猿
払
村
２
・
８
％
、
ニ
セ
コ
町
２
・
６
％
、
佐
呂

間
町
２
・
３
％
な
ど
と
続
き
、
そ
の
他
１
％
台
が
14
団
体
、

残
り
は
全
て
１
％
以
下
と
い
う
結
果
で
あ
っ
た
。
２
％
超

は
こ
の
段
階
で
は
わ
ず
か
６
団
体
に
と
ど
ま
っ
て
い
た
。

　

こ
れ
が
19
年
12
月
に
な
る
と
様
相
が
一
変
し
、
占
冠
村

が
33
・
９
％
と
最
大
で
、
以
下
、
倶
知
安
町
15
・
４
％
、

赤
井
川
村
14
・
９
％
、
留
寿
都
村
14
・
８
％
、
ニ
セ
コ
町

12
・
４
％
と
、
５
町
村
で
10
％
を
超
え
る
。
統
計
か
ら
は

勤
務
先
・
実
習
先
ま
で
は
わ
か
ら
な
い
が
、
こ
れ
ら
の
町

村
は
い
ず
れ
も
、
自
ら
の
域
内
も
し
く
は
近
隣
に
民
間
の

大
規
模
な
リ
ゾ
ー
ト
施
設
が
立
地
し
て
い
る
自
治
体
で
あ

る
。
一
部
で
は
す
で
に
外
国
資
本
の
進
出
や
買
収
な
ど
も

進
ん
で
い
る
。
占
冠
村
は
、
単
純
に
こ
の
数
値
だ
け
で
言

え
ば
、
村
人
口
の
３
分
の
１
が
在
留
外
国
人
と
い
う
こ
と

に
な
る
。

　

続
い
て
、３
～
５
％
台
の
自
治
体
と
し
て
、猿
払
村（
５
・

６
％
）、
雄
武
町
（
４
・
８
％
）、
東
川
町
（
４
・
６
％
）、

佐
呂
間
町
（
４
・
５
％
）、
喜
茂
別
町
（
３
・
６
％
）、
壮

瞥
町
（
３
・
５
％
）、
新
得
町
（
３
・
２
％
）
の
７
団
体

が
あ
り
、
各
自
治
体
の
位
置
や
基
幹
産
業
な
ど
と
考
え
合

わ
せ
る
と
、
前
出
の
10
％
超
の
５
団
体
と
同
じ
く
リ
ゾ
ー

ト
施
設
へ
の
勤
務
か
、
も
し
く
は
農
業
・
酪
農
業
、
水
産

加
工
業
な
ど
へ
の
従
事
・
実
習
な
ど
が
推
察
さ
れ
る
。
12

年
12
月
で
は
３
％
超
は
わ
ず
か
２
団
体
に
過
ぎ
な
か
っ
た

が
、こ
の
段
階
で
は
12
団
体
ま
で
増
え
て
い
る
。
そ
の
他
、

２
％
台
も
17
団
体
、
１
％
台
も
38
団
体
ま
で
増
え
た
。

　

ウ　

在
留
資
格
の
分
布
か
ら
見
え
る
こ
と

　

市
町
村
別
の
在
留
資
格
の
内
訳
に
つ
い
て
は
、
19
年
12

る
と
、
図
表
３
の
よ
う
に
な
る
。

　

一
方
、
在
留
外
国
人
数
「
０
人
」
は
、
12
年
12
月
か
ら

16
年
６
月
ま
で
で
は
４
団
体
（
神
恵
内
村
、
北
竜
町
、
沼

田
町
、
初
山
別
村
）
で
観
測
さ
れ
、
し
ば
ら
く
無
く
な
っ

た
後
、
20
年
６
月
に
１
団
体
（
利
尻
町
）
で
観
測
さ
れ
て

い
る
。

＜図表３＞　道内市町村における在留外国人数の上位10団体
　　　　　　（2012年12月と2019年12月の比較）

＜図表４＞　道内市町村における在留外国人の住基人口比率の上位
　　　　　　10団体（2012年12月と2019年12月の比較）　
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能
実
習
」
は
皆
無
か
、
あ
っ
て
も
わ
ず

か
な
件
数
に
と
ど
ま
る
と
い
う
特
徴
が

あ
る
。
ま
た
、
前
に
５

－

⑷

－

ア
で
指

摘
し
た
「
６
月
調
査
（
夏
期
）
と
12
月

調
査
（
冬
期
）
で
減
少
と
増
加
を
交
互

に
反
復
す
る
パ
タ
ー
ン
」
に
符
合
す
る

と
こ
ろ
が
多
く
、
冬
期
に
増
加
す
る
傾

向
が
あ
る
。

　

も
う
一
つ
は
い
わ
ば「
技
能
実
習
型
」

で
、
12
自
治
体
の
中
で
は
猿
払
村
、
雄

武
町
、
佐
呂
間
町
が
該
当
す
る
。
こ
の

タ
イ
プ
は
在
留
資
格
の
実
績
件
数
の
ほ

と
ん
ど
全
て
が
「
技
能
実
習
」
で
占
め

ら
れ
て
い
る
と
い
う
特
徴
が
あ
る
。
19

年
４
月
創
設
の
「
特
定
技
能
３
号
」（
特

に
ロ
）
に
よ
る
４
～
５
年
目
の
実
習
生

の
受
け
入
れ
も
、
す
で
に
一
定
程
度
進

ん
で
い
る
。

　

な
お
、
右
記
の
２
タ
イ
プ
の
い
ず
れ

に
も
属
さ
な
い
の
が
東
川
町
で
、「
留

学
」
が
３
分
の
２
を
占
め
て
最
多
で
あ

る
。同
町
は
町
立
日
本
語
学
校
の
設
立
・

運
営
で
知
ら
れ
、そ
の
こ
と
が
「
留
学
」

に
よ
る
在
留
の
件
数
の
多
さ
に
反
映
し

て
い
る
と
み
ら
れ
る
。

月
時
点
の
統
計
か
ら
公
表
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
ば
か
り

で
あ
り
、デ
ー
タ
の
蓄
積
が
わ
ず
か
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
、

19
年
12
月
時
点
の
統
計
に
基
づ
き
、
在
留
外
国
人
数
の
上

位
10
市
町
の
状
況
と
、
住
基
台
帳
人
口
に
占
め
る
在
留
外

国
人
の
比
率
が
高
い
12
町
村
の
状
況
を
見
て
お
き
た
い
。

　

在
留
外
国
人
数
の
上
位
10
市
町
（
９
市
１
町
）
で
は
、

９
市
で
「
留
学
」、「
技
能
実
習
１
号
ロ
」、「
技
能
実
習
２

号
ロ
」、「
永
住
者
」、「
特
別
永
住
者
」、「
技
術
・
人
文
知

識
・
国
際
業
務
」
の
件
数
が
多
く
出
た
。
札
幌
市
を
除
く

８
市
で
は
概
ね
「
技
能
実
習
」
と
「
永
住
者
」
が
最
も
多

く
、
札
幌
市
は
、「
技
能
実
習
」
も
相
当
数
（「
２
号
ロ
」

８
６
２
件
、「
１
号
ロ
」
８
０
４
件
な
ど
）
あ
る
も
の
の
、

「
留
学
」
が
３
４
３
２
件
と
こ
れ
を
大
き
く
上
回
り
、「
永

住
者
」（
３
０
９
５
件
）
も
上
回
っ
て
最
も
多
く
な
っ
た
。

　

在
留
外
国
人
数
の
上
位
10
自
治
体
の
う
ち
、
唯
一
の
町

村
で
あ
る
倶
知
安
町
は
９
市
と
は
構
成
比
が
全
く
異
な
っ

て
お
り
、
約
57
％
を
占
め
る
「
特
定
活
動
」
が
最
多
、
次

い
で
「
技
術
・
人
文
知
識
・
国
際
業
務
」
が
約
17
％
、「
技

能
」
が
約
14
％
を
占
め
た
。
ま
た
、「
技
能
実
習
」
は
６

区
分
と
も
１
件
も
無
い
。

　

住
基
台
帳
人
口
に
占
め
る
在
留
外
国
人
の
比
率
が
高
い

12
町
村
で
は
、
概
ね
以
下
の
２
つ
の
タ
イ
プ
に
分
か
れ
た

（
図
表
５
）。

　

一
つ
は
い
わ
ば
「
リ
ゾ
ー
ト
型
」
で
、
占
冠
村
、
倶
知

安
町
、
赤
井
川
村
、
留
寿
都
村
、
ニ
セ
コ
町
、
喜
茂
別
町
、

壮
瞥
町
、
新
得
町
が
こ
れ
に
該
当
す
る
。
こ
の
タ
イ
プ
で

は
、「
特
定
活
動
」、「
技
術
・
人
文
知
識
・
国
際
業
務
」、「
技

能
」、「
企
業
内
転
勤
」が
高
い
構
成
比
を
占
め
る
一
方
、「
技

＜図表５＞　住基人口に占める在留外国人の割合が高い道内市町村（上位10団体）にみる在留資格の件
　　　　　　数の傾向（2019年12月時点）
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「
活
動
に
基
づ
く
在
留
資
格
」
の
比
率
が
大
き
く
拡
大
し
、

今
や
概
ね
半
々
に
な
っ
て
い
る
。
北
海
道
は
元
々
「
身
分

又
は
地
位
に
基
づ
く
在
留
資
格
」
の
構
成
比
は
全
国
ほ
ど

高
く
な
く
、
そ
れ
が
こ
の
間
に
さ
ら
に
縮
小
し
、「
活
動

に
基
づ
く
在
留
資
格
」
が
全
体
の
３
分
の
２
を
占
め
る
に

至
っ
て
い
る
。

　

○　
「
活
動
に
基
づ
く
在
留
資
格
」
に
絞
っ
て
そ
の
構

成
比
を
見
る
と
、全
国
で
25
％
程
度
の
「
技
能
実
習
」
が
、

北
海
道
だ
け
で
は
40
％
超
に
拡
大
す
る
。「
技
能
実
習
」

が
多
い
「
ベ
ト
ナ
ム
」
や
「
ミ
ャ
ン
マ
ー
」
の
国
籍
の
在

留
外
国
人
の
構
成
比
が
全
国
状
況
よ
り
も
高
い
こ
と
が
影

響
し
て
い
る
と
み
ら
れ
る
。

　

○　

道
内
の
市
町
村
別
の
分
布
状
況
で
は
、
札
幌
市
に

全
体
の
３
分
の
１
（
約
36
％
）
が
集
中
し
、
人
数
の
多
さ

で
は
上
位
は
軒
並
み
市
が
占
め
る
が
、
19
年
12
月
時
点
で

は
札
幌
市
に
次
い
で
第
２
位
に
倶
知
安
町
が
入
っ
て
い

る
。
上
位
の
市
で
は
、
在
留
資
格
上
、「
技
術
・
人
文
知
識
・

国
際
業
務
」、「
留
学
」、「
技
能
実
習
」、「
永
住
者
」、「
特

別
永
住
者
」
な
ど
の
構
成
比
が
高
い
。

　

○　

住
基
人
口
に
占
め
る
在
留
外
国
人
の
割
合
を
道
内

市
町
村
別
に
算
出
す
る
と
、
在
留
外
国
人
の
受
け
入
れ
が

進
む
市
町
村
が
増
加
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
19
年
12

月
時
点
で
は
、
最
多
の
占
冠
村
で
33
・
９
％
に
達
し
た
ほ

か
、
５
町
村
で
10
％
を
超
え
る
に
至
っ
て
い
る
。

　

○　

住
基
人
口
に
占
め
る
在
留
外
国
人
の
割
合
の
高
い

町
村
は
、
民
間
の
大
規
模
リ
ゾ
ー
ト
施
設
が
域
内
・
近
隣

に
立
地
す
る
と
こ
ろ
と
、
農
業
や
水
産
加
工
業
な
ど
が
盛

ん
な
と
こ
ろ
に
分
か
れ
、
在
留
資
格
の
構
成
比
に
そ
れ
ぞ

れ
の
特
徴
が
出
る
。
前
者
は
「
特
定
活
動
」、「
技
術
」、「
企

業
内
転
勤
」、「
技
術
・
人
文
知
識
・
国
際
業
務
」
な
ど
が

高
く
、「
技
能
実
習
」
が
ほ
ぼ
皆
無
で
あ
る
。
後
者
は
「
技

能
実
習
」
が
最
多
で
、
半
数
以
上
を
占
め
る
。

　

統
計
か
ら
読
み
取
れ
る
こ
と
に
は
も
と
よ
り
限
界
が
あ

り
、
当
研
究
会
の
目
的
で
あ
る
、
在
留
外
国
人
の
抱
え
る

生
活
・
労
働
環
境
の
実
態
や
課
題
、
あ
る
い
は
地
域
・
自

治
体
の
現
状
や
課
題
な
ど
を
さ
ら
に
深
く
掘
り
下
げ
て
い

く
た
め
に
は
、
別
な
手
段
で
の
ア
プ
ロ
ー
チ
、
す
な
わ
ち
、

市
町
村
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
や
現
地
調
査
、
関
係
者
ヒ
ア
リ

ン
グ
な
ど
が
必
要
で
あ
る
。

　

当
研
究
会
で
は
す
で
に
、
当
研
究
所
が
主
催
し
た
「
２

０
１
９
自
治
講
座 

外
国
人
住
民
の
増
加
と
自
治
体
の
課

題
」（
19
年
11
月
開
催
）
と
、
当
研
究
会
主
催
の
第
１
回

学
習
会
（
20
年
６
月
開
催
）
で
得
ら
れ
た
情
報
の
蓄
積
が

あ
る（
７
）。

　

前
者
で
は
、
道
内
市
町
村
（
紋
別
市
、
占
冠
村
）
の
関

係
者
、
外
国
人
支
援
団
体
の
関
係
者
、
こ
の
分
野
の
研
究

者
を
講
師
・
パ
ネ
リ
ス
ト
に
招
き
、
主
に
支
援
者
側
の
視

点
で
、
地
域
の
在
留
外
国
人
の
現
状
や
生
活
課
題
、
自
治

体
行
政
の
課
題
、
支
援
の
取
り
組
み
な
ど
に
つ
い
て
情
報

を
い
た
だ
い
た
。

　

後
者
で
は
、地
域
ユ
ニ
オ
ン
の
関
係
者
を
講
師
に
招
き
、

こ
の
数
年
間
に
道
内
で
実
際
に
起
き
た
技
能
実
習
生
の
不

当
解
雇
や
強
制
退
去
の
事
件
で
支
援
に
関
わ
っ
た
経
験
を

も
と
に
、
技
能
実
習
制
度
の
問
題
点
や
、
実
習
生
の
受
け

入
れ
の
あ
り
方
な
ど
に
つ
い
て
問
題
提
起
を
い
た
だ
い
た
。

４
．
今
後
の
取
り
組
み
へ
の
展
望

　

以
上
、
２
０
１
２
年
12
月
を
初
回
と
す
る
「
在
留
外
国

人
統
計
」
か
ら
、
北
海
道
の
在
留
外
国
人
の
分
布
状
況
に

つ
い
て
い
く
つ
か
の
特
徴
を
明
ら
か
に
し
て
き
た
。
こ
こ

で
あ
ら
た
め
て
北
海
道
の
特
徴
を
整
理
す
る
と
、
以
下
の

よ
う
に
要
約
で
き
る
。

　

○　

日
本
国
内
の
在
留
外
国
人
の
数
は
、
19
年
12
月
調

査
を
ピ
ー
ク
に
、
現
行
制
度
施
行
か
ら
７
年
で
約
90
万
人

増
加
し
、
約
２
９
３
万
人
に
達
し
た
。
そ
の
中
で
北
海
道

も
全
道
レ
ベ
ル
で
は
漸
増
を
続
け
、
約
２
万
２
千
人
か
ら

約
４
万
２
千
人
へ
と
倍
増
し
て
き
て
い
る
が
、
市
町
村
レ

ベ
ル
で
見
る
と
、
概
ね
、
①
漸
増
、
②
変
化
な
し
、
③
夏

期
と
冬
期
で
交
互
に
増
減
の
反
復
、
の
３
パ
タ
ー
ン
に
分

か
れ
る
。

　

○　

北
海
道
の
在
留
外
国
人
の
国
籍
は
、
全
国
で
最
多

人
数
の
「
中
国
」
を
は
じ
め
、
第
２
位
の
「
韓
国
」、
第

３
位
の
「
ベ
ト
ナ
ム
」、
第
４
位
の
「
フ
ィ
リ
ピ
ン
」
な

ど
を
擁
す
る
ア
ジ
ア
が
８
割
以
上
を
占
め
る
点
で
全
国
状

況
と
共
通
す
る
。
た
だ
し
、
北
海
道
で
は
全
国
に
比
べ
、

相
対
的
に
「
ベ
ト
ナ
ム
」、「
ミ
ャ
ン
マ
ー
」、「
オ
ー
ス
ト

ラ
リ
ア
」、「
イ
ギ
リ
ス
」
が
多
い
半
面
、「
ブ
ラ
ジ
ル
」

が
圧
倒
的
に
少
な
い
。

　

○　

在
留
資
格
上
、全
国
的
に
は
「
永
住
者
」
等
の
「
身

分
又
は
地
位
に
基
づ
く
在
留
資
格
」
の
構
成
比
が
当
初

は
全
体
の
３
分
の
２
を
占
め
た
の
が
、
こ
の
７
～
８
年
で

そ
の
構
成
比
が
全
体
の
半
分
程
度
ま
で
縮
小
し
、
そ
の
分
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年
６
月
の
統
計
ま
で
「
韓
国
・
朝
鮮
」
と
し
て
カ
ウ
ン
ト

し
て
い
た
が
、
15
年
12
月
以
降
は
「
韓
国
」
と
「
朝
鮮
」

を
区
別
し
て
カ
ウ
ン
ト
す
る
よ
う
に
な
っ
た
。

　
　
　

な
お
、「
朝
鮮
」
と
は
、「
朝
鮮
半
島
出
身
者
及
び
そ
の

子
孫
等
で
、
韓
国
籍
を
始
め
い
ず
れ
か
の
国
籍
が
あ
る
こ

と
が
確
認
さ
れ
て
い
な
い
者
」の
在
留
カ
ー
ド
等
の
国
籍
・

地
域
欄
に
表
記
さ
れ
る
も
の
で
、
国
籍
を
示
す
も
の
と
し

て
用
い
て
い
な
い
と
説
明
さ
れ
て
い
る
。

（
５
）　

本
段
落
に
つ
い
て
は
、
出
入
国
在
留
管
理
庁
「
特
定
技

能
在
留
外
国
人
数
（
19
年
12
月
末
現
在
）」
を
参
照
し
た
。

（
６
）　

平
成
27
年
国
勢
調
査
の
人
口
等
基
本
集
計
結
果
に
よ
る

と
、
北
海
道
の
人
口
は
５
３
８
万
１
７
３
３
人
、
札
幌
市

の
人
口
は
１
９
５
万
２
３
５
６
人
で
、
全
道
人
口
に
占
め

る
札
幌
市
人
口
の
割
合
は
36
・
３
％
で
あ
る
。

（
７
）　

２
０
１
９
自
治
講
座
と
第
１
回
学
習
会
の
内
容
に
つ
い

て
は
、
記
録
を
作
成
し
、
す
で
に
本
誌
20
年
１
月
号
、
同

７
月
号
に
そ
れ
ぞ
れ
掲
載
済
み
で
あ
る
。

【
参
考
文
献
・
資
料
】

・　

遠
藤
正
敬
『
戸
籍
と
国
籍
の
近
現
代
史 

民
族
・
血
統
・

日
本
人
』
明
石
書
店
、
二
〇
一
三
年
九
月

・　

黒
木
忠
正
『
改
訂 

は
じ
め
て
の
入
管
法 

新
し
い
外
国
人

住
民
制
度
』
日
本
加
除
出
版
株
式
会
社
、
二
〇
一
二
年
八
月

・　

佐
藤
文
明
『
プ
ロ
ブ
レ
ム
Ｑ
＆
Ａ 
戸
籍
っ
て
何
だ
［
増

補
改
訂
版
］』
緑
風
出
版
、
二
〇
一
〇
年
四
月

・　

鈴
木
一
「
不
当
解
雇
事
件
か
ら
見
え
る
道
内
の
外
国
人
技

能
実
習
制
度
の
現
状
と
労
働
組
合
の
課
題
」（『
北
海
道
自
治

研
究
』
第
六
一
八
号
二
～
八
頁
所
収
）
公
益
社
団
法
人
北
海

道
地
方
自
治
研
究
所
、
二
〇
二
〇
年
七
月

・　

正
木
浩
司
「
検
討
経
過
か
ら
見
る
「
新
た
な
在
留
管
理
制

度
」
の
特
徴
に
つ
い
て
」（『
北
海
道
自
治
研
究
』
第
五
二
二

号
二
三
～
三
二
頁
所
収
）
公
益
社
団
法
人
北
海
道
地
方
自
治

研
究
所
、
二
〇
一
二
年
七
月

・　

宮
入
隆
ほ
か
「
２
０
１
９
自
治
講
座 

外
国
人
住
民
の
増

加
と
自
治
体
の
課
題
」（『
北
海
道
自
治
研
究
』
第
六
一
二
号

二
～
二
〇
頁
所
収
）
公
益
社
団
法
人
北
海
道
地
方
自
治
研
究

所
、
二
〇
二
〇
年
一
月

【
参
照
ウ
ェ
ブ
】

・　

出
入
国
在
留
管
理
庁

　
　
　

http://w
w

w.m
oj.go.jp/isa/index.htm

l

・　

総
務
省＞

外
国
人
住
民
に
係
る
住
民
基
本
台
帳
制
度

　
　
　

https://w
w

w.soum
u.go.jp/m

ain_sosiki/jichi_

　
　
　

gyousei/c-gyousei/zairyu/

・　

総
務
省＞

住
民
基
本
台
帳
に
基
づ
く
人
口
、
人
口
動
態
及

び
世
帯
数

　
　
　

https://w
w

w.soum
u.go.jp/m

ain_sosiki/jichi_

　
　
　

gyousei/daityo/jinkou_jinkoudoutai-setaisuu.

　
　
　

htm
l

・　

北
海
道
庁＞

平
成
二
七
年
国
勢
調
査
結
果
統
計
表

　
　
　

http://w
w

w.pref.hokkaido.lg.jp/ss/tuk/001ppc/

　
　
　

15pw
_table1.htm

＜

ま
さ
き　

こ
う
じ
・
公
益
社
団
法
人
北
海
道
地
方
自
治
研
究
所
研
究
員＞

　

こ
れ
ら
に
限
ら
ず
、
在
留
外
国
人
に
関
す
る
報
道
は

ニ
ュ
ー
ス
番
組
や
新
聞
な
ど
で
も
日
常
的
に
様
々
な
内
容

の
も
の
が
流
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
耳
当
た
り
の

良
い
情
報
も
あ
る
が
、
そ
う
で
は
な
い
情
報
の
方
が
圧
倒

的
に
多
い
と
い
う
印
象
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
情
報
と
本
稿

の
分
析
結
果
と
の
突
き
合
わ
せ
は
今
後
の
作
業
に
な
る
。

　

当
研
究
会
で
は
今
後
、
在
留
外
国
人
の
国
籍
や
在
留
資

格
な
ど
の
分
布
に
お
い
て
市
町
村
の
類
型
を
見
極
め
、
特

徴
的
な
市
町
村
を
絞
り
込
み
、
さ
ら
な
る
情
報
収
集
を
進

め
て
い
く
所
存
で
あ
る
。
あ
わ
せ
て
、
可
能
で
あ
れ
ば
、

在
留
外
国
人
本
人
た
ち
か
ら
も
悩
み
や
苦
労
な
ど
に
つ
い

て
直
に
声
を
聞
け
れ
ば
と
考
え
て
い
る
。
関
係
者
の
皆
様

か
ら
の
ご
協
力
を
得
ら
れ
る
こ
と
を
期
待
す
る
次
第
で
あ

る
。

【
注
】

（
１
）　

２
０
２
０
年
４
月
発
足
。
主
査
は
吉
田
徹
（
同
志
社
大

学
教
授
／
当
研
究
所
理
事
）、
事
務
局
は
筆
者
が
担
当
し

て
い
る
。

（
２
）　

出
入
国
在
留
管
理
庁
「
令
和
２
年
末
現
在
に
お
け
る
在

留
外
国
人
数
に
つ
い
て
」（
21
年
３
月
31
日
、
プ
レ
ス
リ

リ
ー
ス
）
に
よ
る
。

（
３
）　
「
在
留
外
国
人
統
計
（
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
版
）」
の
「
利
用

上
の
注
意
」
に
よ
る
と
、「
中
国
」
と
「
台
湾
」
は
旧
制

度
下
で
は
一
括
し
て
カ
ウ
ン
ト
し
て
い
た
が
、
現
行
制
度

に
入
っ
た
12
年
12
月
の
統
計
か
ら
区
別
し
て
カ
ウ
ン
ト
す

る
よ
う
に
な
っ
た
と
さ
れ
て
い
る
。

（
４
）　

同
「
利
用
上
の
注
意
」
に
よ
る
と
、「
韓
国
」
は
、
15
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在留資格 本邦において行うことができる活動 該当例 在留期間
特定技能 １号 法務大臣が指定する本邦の公私の機関との雇用に関する契約（入

管法第２条の５第１項から第４項までの規定に適合するものに限
る。次号において同じ。）に基づいて行う特定産業分野（人材を
確保することが困難な状況にあるため外国人により不足する人材
の確保を図るべき産業上の分野として法務省令で定めるものをい
う。同号において同じ。）であって法務大臣が指定するものに属
する法務省令で定める相当程度の知識又は経験を必要とする技能
を要する業務に従事する活動

特定産業分野に属
する相当程度の知
識又は経験を要す
る技能を要する業
務に従事する外国
人

１年，６月又は４
月

２号 法務大臣が指定する本邦の公私の機関との雇用に関する契約に基
づいて行う特定産業分野であって法務大臣が指定するものに属す
る法務省令で定める熟練した技能を要する業務に従事する活動

特定産業分野に属
する熟練した技能
を要する業務に従
事する外国人

３年，１年又は６
月

技能実習 １号 イ　技能実習法上の認定を受けた技能実習計画（第一号企業単独
型技能実習に係るものに限る。）に基づいて，講習を受け，及
び技能等に係る業務に従事する活動

技能実習生 法務大臣が個々に
指定する期間（１
年を超えない範
囲）ロ　技能実習法上の認定を受けた技能実習計画（第一号団体監理

型技能実習に係るものに限る。）に基づいて，講習を受け，及
び技能等に係る業務に従事する活動

２号 イ　技能実習法上の認定を受けた技能実習計画（第二号企業単独
型技能実習に係るものに限る。）に基づいて技能等を要する業
務に従事する活動

法務大臣が個々に
指定する期間（２
年を超えない範囲)

ロ　技能実習法上の認定を受けた技能実習計画（第二号団体監理
型技能実習に係るものに限る。）に基づいて技能等を要する業
務に従事する活動

３号 イ　技能実習法上の認定を受けた技能実習計画（第三号企業単独
型技能実習に係るものに限る。）に基づいて技能等を要する業
務に従事する活動

法務大臣が個々に
指定する期間（２
年を超えない範囲)

ロ　技能実習法上の認定を受けた技能実習計画（第三号団体監理
型技能実習に係るものに限る。）に基づいて技能等を要する業
務に従事する活動

文化活動 収入を伴わない学術上若しくは芸術上の活動又は我が国特有の文化若しくは技芸について専
門的な研究を行い若しくは専門家の指導を受けてこれを修得する活動（この表の留学，研修
の項に掲げる活動を除く。）

日本文化の研究者
等

３年，１年，６月
又は３月

短期滞在 本邦に短期間滞在して行う観光，保養，スポ―ツ，親族の訪問，見学，講習又は会合への参
加，業務連絡その他これらに類似する活動

観光客，会議参加
者等

９０日若しくは
３０日又は１５日
以内の日を単位と
する期間

留 学 本邦の大学，高等専門学校，高等学校（中等教育学校の後期課程を含む。）若しくは特別支
援学校の高等部，中学校（義務教育学校の後期課程及び中等教育学校の前期課程を含む。）
若しくは特別支援学校の中学部，小学校（義務教育学校の前期課程を含む。）若しくは特別
支援学校の小学部，専修学校若しくは各種学校又は設備及び編制に関してこれらに準ずる機
関において教育を受ける活動

大学，短期大学，
高等専門学校，高
等学校，中学校及
び小学校等の学
生・生徒

４年３月，４年，
３年３月，３年，
２年３月，２年，
１年３月，１年，
６月又は３月

研 修 本邦の公私の機関により受け入れられて行う技能等の修得をする活動（この表の技能実習１
号，留学の項に掲げる活動を除く。）

研修生 １年，６月又は３
月

家族滞在 この表の教授，芸術，宗教，報道，高度専門職，経営・管理，法律・会計業務，医療，研究，
教育，技術・人文知識・国際業務，企業内転勤，介護，興行，技能，特定技能２号，文化活動，
留学の在留資格をもって在留する者の扶養を受ける配偶者又は子として行う日常的な活動

在留外国人が扶養
する配偶者・子

５年，４年３月，
４年，３年３月，
３年，２年３月，
２年，１年３月，
１年，６月又は３
月

特定活動 法務大臣が個々の外国人について特に指定する活動 外交官等の家事使
用人，ワーキング・
ホリデー，経済連
携協定に基づく外
国人看護師・介護
福祉士候補者等

５年，３年，１年，
６月，３月又は法
務大臣が個々に指
定する期間（５年
を超えない範囲）

在留資格 本邦において有する身分又は地位 該当例 在留期間
永 住 者 法務大臣が永住を認める者 法務大臣から永住

の許可を受けた者
(入管特例法の｢特
別永住者｣を除く。）

無期限

日本人の
配偶者等

日本人の配偶者若しくは特別養子又は日本人の子として出生した者 日本人の配偶者・
子・特別養子

５年，３年，１年
又は６月

永住者の
配偶者等

永住者等の配偶者又は永住者等の子として本邦で出生しその後引き続き本邦に在留している
者

永住者・特別永住
者の配偶者及び本
邦で出生し引き続
き在留している子

５年，３年，１年
又は６月

定 住 者 法務大臣が特別な理由を考慮し一定の在留期間を指定して居住を認める者 第三国定住難民，
日系３世，中国残
留邦人等

５年，３年，１年，
６月又は法務大臣
が個々に指定する
期間（５年を超え
ない範囲）

※　出入国在留管理庁ウェブサイトより引用。最終閲覧は2021年５月19日。以上のほかに、「入管特例法」に基づく「特別永住者」がある。
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＜資料１＞　在留資格一覧表（令和２年９月現在）

在留資格 本邦において行うことができる活動 該当例 在留期間
外　　交 日本国政府が接受する外国政府の外交使節団若しくは領事機関の構成員，条約若しくは国際

慣行により外交使節と同様の特権及び免除を受ける者又はこれらの者と同一の世帯に属する
家族の構成員としての活動

外国政府の大使，
公使，総領事，代
表団構成員等及び
その家族

外交活動の期間

公 用 日本国政府の承認した外国政府若しくは国際機関の公務に従事する者又はその者と同一の世
帯に属する家族の構成員としての活動（この表の外交の項に掲げる活動を除く。）

外国政府の大使
館・領事館の職
員，国際機関等か
ら公の用務で派遣
される者等及びそ
の家族

５年，３年，１年，
３月，３０日又は
１５日

教 授 本邦の大学若しくはこれに準ずる機関又は高等専門学校において研究，研究の指導又は教育
をする活動

大学教授等 ５年，３年，１年
又は３月

芸 術 収入を伴う音楽，美術，文学その他の芸術上の活動（この表の興行の項に掲げる活動を除く。） 作曲家，画家，著
述家等

５年，３年，１年
又は３月

宗 教 外国の宗教団体により本邦に派遣された宗教家の行う布教その他の宗教上の活動 外国の宗教団体か
ら派遣される宣教
師等

５年，３年，１年
又は３月

報 道 外国の報道機関との契約に基づいて行う取材その他の報道上の活動 外国の報道機関の
記者，カメラマン

５年，３年，１年
又は３月

高 度
専 門 職

１号
　高度の専門的な能力を
有する人材として法務省
令で定める基準に適合す
る者が行う次のイからハ
までのいずれかに該当す
る活動であって，我が国
の学術研究又は経済の発
展に寄与することが見込
まれるもの

イ　法務大臣が指定する本邦の公私の機関との契約に基づいて研
究，研究の指導若しくは教育をする活動又は当該活動と併せて
当該活動と関連する事業を自ら経営し若しくは当該機関以外の
本邦の公私の機関との契約に基づいて研究，研究の指導若しく
は教育をする活動

ポイント制による
高度人材

５年

ロ　法務大臣が指定する本邦の公私の機関との契約に基づいて自
然科学若しくは人文科学の分野に属する知識若しくは技術を要
する業務に従事する活動又は当該活動と併せて当該活動と関連
する事業を自ら経営する活動

ハ　法務大臣が指定する本邦の公私の機関において貿易その他の
事業の経営を行い若しくは当該事業の管理に従事する活動又は
当該活動と併せて当該活動と関連する事業を自ら経営する活動

２号
　１号に掲げる活動を行った者であって，その在留が我が国の利益に資するものとして法務
省令で定める基準に適合するものが行う次に掲げる活動
イ　本邦の公私の機関との契約に基づいて研究，研究の指導又は教育をする活動
ロ　本邦の公私の機関との契約に基づいて自然科学又は人文科学の分野に属する知識又は技
術を要する業務に従事する活動

ハ　本邦の公私の機関において貿易その他の事業の経営を行い又は当該事業の管理に従事す
る活動

ニ　２号イからハまでのいずれかの活動と併せて行うこの表の教授，芸術，宗教，報道，法律・
会計業務，医療，教育，技術・人文知識・国際業務，介護，興行，技能，特定技能２号の
項に掲げる活動（２号イからハまでのいずれかに該当する活動を除く。）	

無期限

経営・
管理

本邦において貿易その他の事業の経営を行い又は当該事業の管理に従事する活動（この表の
法律・会計業務の項に掲げる資格を有しなければ法律上行うことができないこととされてい
る事業の経営又は管理に従事する活動を除く。）

企業等の経営者・
管理者

５年，３年，１年，
６月，４月又は３
月

法律・
会計業務

外国法事務弁護士，外国公認会計士その他法律上資格を有する者が行うこととされている法
律又は会計に係る業務に従事する活動

弁護士，公認会計
士等

５年，３年，１年
又は３月

医 療 医師，歯科医師その他法律上資格を有する者が行うこととされている医療に係る業務に従事
する活動

医師，歯科医師，
看護師

５年，３年，１年
又は３月

研 究 本邦の公私の機関との契約に基づいて研究を行う業務に従事する活動（この表の教授の項に
掲げる活動を除く。）

政府関係機関や私
企業等の研究者

５年，３年，１年
又は３月

教 育 本邦の小学校，中学校，義務教育学校，高等学校，中等教育学校，特別支援学校，専修学校
又は各種学校若しくは設備及び編制に関してこれに準ずる教育機関において語学教育その他
の教育をする活動

中学校・高等学校
等の語学教師等

５年，３年，１年
又は３月

技術・人
文知識・
国際業務

本邦の公私の機関との契約に基づいて行う理学，工学その他の自然科学の分野若しくは法律
学，経済学，社会学その他の人文科学の分野に属する技術若しくは知識を要する業務又は外
国の文化に基盤を有する思考若しくは感受性を必要とする業務に従事する活動（この表の教
授，芸術，報道，経営・管理，法律・会計業務，医療，研究，教育，企業内転勤，介護，興
行の項に掲げる活動を除く。）

機械工学等の技術
者，通訳，デザイ
ナー，私企業の語
学教師，マーケ
ティング業務従事
者等

５年，３年，１年
又は３月

企 業 内
転 勤

本邦に本店，支店その他の事業所のある公私の機関の外国にある事業所の職員が本邦にある
事業所に期間を定めて転勤して当該事業所において行うこの表の技術・人文知識・国際業務
の項に掲げる活動

外国の事業所から
の転勤者

５年，３年，１年
又は３月

介 護 本邦の公私の機関との契約に基づいて介護福祉士の資格を有する者が介護又は介護の指導を
行う業務に従事する活動

介護福祉士 ５年，３年，１年
又は３月

興 行 演劇，演芸，演奏，スポ―ツ等の興行に係る活動又はその他の芸能活動（この表の経営・管
理の項に掲げる活動を除く。）

俳優，歌手，ダン
サー，プロスポー
ツ選手等

３年，１年，６月，
３月又は１５日

技 能 本邦の公私の機関との契約に基づいて行う産業上の特殊な分野に属する熟練した技能を要す
る業務に従事する活動

外国料理の調理
師，スポーツ指導
者，航空機の操縦
者 ,貴金属等の加
工職人等

５年，３年，１年
又は３月
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